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三田社会学第5号(2000)

生 活 組 織 と 全 体 的 相 互 給 付 関 係

有賀 「家」理論の基礎概念

平野 敏政

1.家 研究の方 向性

 有賀喜左衛 門 は 「家」 を生活組織 と見ていた。 「家」 は 日本 における家族 的集 団であ るのだ

か ら、当然 これ を親族集団、血縁集 団 と見 ることもで きる。 しか し有賀はあ くまで も 「家」 を

生活組織 と見 ることにこだわったと言 える。

 有賀の この こだわ りには、少な くとも二つの 「家」研究上 の重要 な背後 的前提が 隠 されてい

る ように思われる。

 一つ は、生活組織 としての 「家」 の研究 は、生活 をしている人々の、その生活 の現場で把握

され、生活 を している人々の意識その ものの理解 を通 してな されなければな らない とい うこと

である。

 もう一つの前提 は、生活組織 を構成する社会関係の諸形態 には 「生活意識」が内在 してお り、

生活組織 の研 究は形態 と意識の相互連関を通 して理解 されなければな らない とする前提 である。

 生活組織 としての 「家」研究の特徴 は、いわゆる 「有賀、喜多野論争」 と呼ばれている 日本

の家研 究の基本 的視座 をめ ぐる論争 を参照する ことに よって一層明確 にす るこ とが出来 る。そ

こで以下 にご く簡単 に 「有賀、喜多野論争」の焦点 を整理 してみたい。

 この論争 は昭和35年 か ら43年 にかけて行 われた(有 賀 「家族 と家」 『哲学』第38集 、

昭和35年 、に対する喜多野の批判論文 「日本 の家 と家族」 『大阪大学文学部紀要』第11号 、

昭和45年 、 を経 て論 争 を総括 した住谷 、喜多 野の対談 「日本 の家 と家族」r思 想』昭和43

年9月 号 まで を区切 りとす る)。 論争の契機 となったの は戸田貞三の 「家族構成」 にお ける家

族研究 のあ り方の評価 をめ ぐる問題であった。 しか し、 この論争 は上 に述べた ような 日本の家

族研 究に関す る最 も基本的で、最 も重要な方向性 に関す る問題 をめ ぐる論争へ と発展 してい っ

たのである。

 そこで有賀の 「家」研究の独自性を理解するために、以下において、その基本的視点を喜

多野清一のそれと比較 しながら見ていきたい。

〈有賀喜左衛門の基本的視点〉

(1)「 一、二の事実から文化現象のある形を空想 し、それを存在 しているもののように考え

  ようとしたり、形が似ていてもその形にシンボライズされた生活上の意味が全然異なるよ

  うな異民族間の現象を直接的に比較 し関係せ しめた りする。これ くらいの ところで民俗学
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特集II:有 賀喜左衛門と社会学

  が成立するとしたら、学問も甘いものである。」Dと 言っているように、社会的、文化的

  諸事実の安易な比較研究と生活の意味に対する無頓着に鋭い批判を向けている。

(2)「 民族文化圏においては家の持つ民族的特質の傾向は村落 または都市の民族的特質の傾

  向を規定すると言い得る。これと同 じことは一民族文化圏に含まれるあらゆる社会関係

  (たとえば信仰団体、経済団体、教化団体その他)の 相互関係についてもいうことができ

  る。」2)と あるように、家の研究は民族的特質(社 会関係の持つ生活上の意味の根拠 とな

  るもの)を 明らかにしようとするものなのである。

(3)以 上のような考え方から通文化的な比較研究の前に、比較研究の対象 とされる現象のも

  っている民族的個性や歴史的個性が解明されなければならない。 という主張がなされるこ

  とになる。

 つ まり、家族あるいは家は、特定の社会的、文化的条件の下にある社会関係の一形態であ

ると言えるのだが、この形態のみに注 目し、その形態を社会的、文化的文脈から抽象し、比較

することは妥当な研究方法ではない、正しい比較は形態と同時に、その形態に表象されている

生活上の意味をも慎重に考慮 したものでなければならない、と有賀は主張する。

 また、社会関係の形態に見られる特質 と生活上の意味は、特定民族文化圏の民族的特質を

根拠 として成立 し、それゆえにその民族文化圏のあ らゆる社会関係に相互浸透 している、とも

言っている。

 こうしたことか ら言えば、社会関係の形態のみを抽象 して、それを通文化的に比較すると

いう研究はほとんど意味のないものと考えられるのであ り、妥当な比較研究は形態 と意味とを

同時に比較する方法と観念 されるのである。従って、通文化的な比較研究以前に、比較研究の

対象 とされる現象のもっている民族的個性や歴史的個性が解明されなければならないことにな

る、というのである。これに対する喜多野の立場を見ておこう。

〈喜多野清一の基本的視点〉

(1)昭 和22年 当時を回顧 して、有賀の家研究の独 自の業績を高 く評価 したあと、「当時は

  一般的に、日本の氏族制度との関係から、大家族形態論には父系単系の血縁出自集団論の

  影響が強かったのであるが、有賀の大家族形態論はすでにこの影響から遠ざかっていたよ

  うに思われる。」3)と 言っているように、喜多野は通文化的概念である 「父系単系出自集

  団」 を用いた比較研究が当時の主流であったのに、有賀の大家族論がこれ と遠 く離れた視

  点を持っていたと指摘 し、通文化的概念を家へ適用すべきであるとする立場を表明してい

  る。

(2)さ らに、「伝統的権威の統合する制度体 としての家の研究はすでにこれまでに著 しく高

  められていたが、われわれはさらに集団としての家  歴史的家族としての実在体 として

  の家の集団論的分析 を進めることができ、それによって日本の親族組織の中に家を正当に

  位置づけることができたように思うのである。家を制度論のみでとらえるときには、家は

  固定的秩序的存在として強調されるが、集団としての家の二重構造の理解は家のダイナミ
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  ックな構造 とその展 開を可能 にす る。」4)と して、家 を実在的集団 と して とらえるこ とを

  強調 している。

(3)そ の結 果、実在体 と しての家の実体性 の強調 は、その主張自体 を根拠 に 「親族組織 のご

  とき民族的特性 を強 く持つ だろう研 究対象 を、いわゆ る 「通文化的」 に取 り扱 うことに努

  めた。従 って概 念の規定や問題の提起 ・解釈 は出来 るだけ社会学的一般理論 に結びつけて

  行 うように努めたつ も りである。」5)と い う結論 に至っているのである。

 家族研 究、家研 究 における喜 多野の基本的立場 は、 ここに明瞭 に示 されてい るように、 日

本の家族、家 を社会学 的一般理論 に結 びつけて理解す ること、それはつ ま り 「通文化 的比較」

において 日本の家族、家を捉 えることに他 な らなか った。そのために家族、家の実態 としての

実在性が強調 され、それが親族集団概念 の もとに捉 えられ ることとなってい る。 このこ とを強

調 して言 えば、喜 多野 は日本 の家 の形態 に注 目し、それ を通文化 的概念 によって捉 え られ る

「家族」的次元 と、数 「家族」の歴史的結合形態 としての 「家」 の次元の二重構造 をもつ もの

と見た と言 えるであろう。

 セ ンサスの利用方法 に対 する批 判 と 「親族世帯」 を結 論 と して先取 りした分析 に対す る批

判 として始め られた 「有賀 、喜多野論争」 の契機 となった戸田の家族研究 に対す る有賀 の批判

と、それに対す る喜多野の再批判 には、ここに見 た ような家族研究 に関わる基本的方向性 の相

違が含意 されていたのである。

 それで は有賀の 「家」 の理解 とはどの よ うな ものだ ったの だろうか。有 賀の家理解 は次の

ように整理することが出来る。

2.有 賀における家の特質

(1)夫 婦中心の家業や家産を運営する集団

(2)家 族(家 の成員)の 生活保障をする集団

(3)夫 婦中心の共同生活の集団

(4)生 活集団であ りかつ生活上の諸機能の複合をもつ集団

 以上の4点 からも理解されるように、家の集団的契機 として有賀は夫婦関係 を重視 してい

たが、家の本質はあ くまでも生活集団としてのそれであるとされている。家は夫婦関係を中心

とした特定の形態を持つと同時に、家産や家業 を運営 し、家の成員の生活保障の根拠 という生

活上の意味を持つものなのである。

 これが、有賀が家を経営団体 と同一視していると言われるゆえんなのである。

また、生活上の意味の強調は、家を単なる親族組織 と見る見方とは異なる視点をもたらしてい

る。つまり、有賀は家の成員の資格が血縁関係 ・親族関係のみに基づ くのではなく、家の生活

上の諸条件によって決定されていると主張するのである。

 したがって、生活上の必要性に応えて、生活上の諸機能を担 うものであれば、家は 「非血

縁者」 も家の成員とすることができた。「非血縁者」 も家の宗教的、経済的、法律的、道徳的
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などの文化的契機に結合 し、家の担っている生活諸機能の遂行に結合するとき、家の成員に取

り入れ られるのである。家に取 り入れられた 「非血縁者(奉 公人)」はやがて分家 し、本家と

の間に 「同族団」 を形成する。分家に際 しての財産分与については、次三男などの分家 と殆ど

差がない場合もあったのである。

 同族団形成の根拠 となる奉公人の財産分与について、有賀は 「予定権利」説 を唱えたこと

があった。「予定権利」説は、あたかも財産分与が契約であるかのように誤解されたために、

す ぐに撤回されたが、有賀の真意は本家 と奉公人との間の分家に際 しての財産分与が、双方に

とって実践的知識として暗黙裏に予定されていたという意図であったように思われる。

 有賀の主張する生活上の意味は、このような実践的知識としての意義ばか りでな く、より

積極的には社会関係の形態のうちに隠され、生活を秩序付け、生活に表象されている意味の根

拠 となっている 「暗黙知」をも意味するものと理解できるのではなかろうか。

 いずれにして も家は同族団(家 連合)を 形成 して、家の成員の生活保障を遂行するのであ

る。そしてこれが、家が村落生活における生活組織の根幹に存在すると規定される根拠 となっ

ているのである。

3.生 活組織と家

 家 と生活組織の関係は上に触れたとお りであるが、有賀はどのようにして生活組織 という

対象に辿 り着いたのだろうか。

 竹内利美の整理によれば、昭和6、7年 頃は 「生活現象の理解」 と言 う言葉があ り、昭和

8年 には 「生活意識はその社会がもつ組織や生活条件から滲み出て くるものであるから、その

生活 を理解するためにはどうしても考えなければならない ものである。」6)と の考のもとに

「生活意識」が強調 され、昭和10年 にいたって 「生活組織」という概念に到達 したと言われ

ている。

 さらに、有賀 は生活 につ いて 「衣食住 が生活 と して存す るためには、衣食住の実現す る形

態 が伴 う_」7)と い つて、生活 が形 態 を持つ こ と、そ して、生活形態 は社 会的条件(生 活 条

件)を 投影するものであるともいう。

 生 活条件 について は 「生活 意識 な しに生活条件 の統合 は存在 しない。」8)、 「生活 の全体 を

表象 する ものはその生活意識であ る。」9)と して生活意識が生活形態 を形作 り、表象す ること

を強調 してい る。それ と同時に、「夫 々の小作 形態(生 活形態)が 如何 なる生活意識 によって

行われているか を知 り、」10)・ などと言 ってい ることか ら推論 される ように 「生活組織」 を生

活意識 と、生活形態 とが統合 された社会的事実 と考 えているのである。

  「生活組織 」 とい う用語 につ いて有賀 は、 「日常生活の網の 目を表現す るのはこの方が少 し

ま しで はなかろ うか_、 ともか く私 は日本人の メンタルな面 を深 く描 くことが出来なかった。

そ うい う追求 を しようと思 って生活組織 とい う言葉 を使 って きた_。 」11)と 言 って、 ここで

もや は り生活組織 の中に意識、意味、あ るいは 日本 人の社会生活 を起動す る集合的動機(エ ー
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トス)が 含意 されていると考 えている。

 また生活組織 とは 「わが国の農民 に とって、田植 え(一 つ の生活行 事 ・現象)が いかに必

要な作 業であったか と言 うこ とを改 めて述べ る必要 はないが...(中 略)_、 単 に経 済現象 とし

てではな く、村落全体 の生活組織 が これ と結合 しているこ とは...、」12)と 言 ってい るように、

ある特定の生活現象の上に複雑 な生活上の関連 をもつ諸現象が累積 、統合 され て作 り出 される

「全体 的社会的事実」 なのである。 この ような全体 的累積、統合 を考えるこ とが 出来 るのは、

そ こに累積す る諸事象間に、生活意識の相互浸透、相互転換が仮定 されているか らであ る。全

体的社会的事実 において相互浸透 、相互転換 している生活意識 こそ、生活事象 の内面的関係 と

しての 「全体的相互給付関係」 なのである。

4.生 活組織と全体的相互給付関係

 全体的相互給付関係 とい う用語をM.Maussか ら援用 したと有賀は言っている。 しか し、有

賀はこの概念の具体的内容について詳細な説明を残 していない。

有賀の著作の中から全体的相互給付関係概念の内容を整理すれば以下のようになるのではない

かと思う。

(1)個 別的交換の非対称性 と全体的対称性:個 別の時々の交換(相 互給付〉のバランスが不

  均衡であっても、個別的交換の累積を全体としてみたとき、均衡が得られるとの判断が当

  事者間に形成されていること。

(2)非 即時的交換 と迂回的交換:交 換が同時的に行われる必要は必ず しも要求 されない、時

  間差のある交換が可能である。二者間の交換ではなく、交換過程を統制する中心的存在を

  迂回しての交換。

(3)交 換財の非対称性 と等価性の恣意性:交 換財には物質的財か ら非物質的財 まであ らゆる

  ものが含まれるために、交換財の対称性が損なわれていると同時に客観的等価性にかわっ

  て主観的等価性が機能している。

(4)交 換の限定性:全 体的相互給付関係は相互の認知に基づ く社会関係の中で機能する。こ

  の全体的相互給付関係概念は単純に社会関係の一形態を指示するものではなく、そこには

  相互給付関係 を統合する生活意識が表象 されている。それは本末の系譜的関係の意識なの

  である。

 それゆえに、有賀の家研究は大家を中心 とする家連合における一切の給付関係を見ること

で村の生活組織を明らかにしようとする意図を持つ もの となっている。家=生 産組織 と直ちに

等置することは妥当でないかも知れない。しかし、家は村の生活組織の単位であ り、そこを根

拠としてさまざまな生活事実が累積する社会関係なのである。その意味で家は生活組織の解明

において特殊な位置にあるものと言える。

 有賀はさまざまな生活事象の累積として存在する村の生活組織を、家および家連合の視点

から解き明かしたのである。この家および家連合への注 目を制度分析 と見る見方もあるが、有
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賀の生活組織分析はただ単なる制度分析に止まるものではなく、生活組織 と生活意識の統合さ

れた村の生活のあ り方そのものの分析と見るべきである。

 た しかに、「生活組織」のもつ形態 と意識の統合を、意識的側面を強調して捉 えると、有賀

の家研究を家制度の研究として位置づけようとする見方が出てくる。事実、有賀 も家族制度と

いう用語を用いているし、形態や構造を社会関係の形式的形態 と理解 しようとする立場に対す

る批判的意味を強調するには 「制度」 という言葉の使用に一定の妥当性はある。しかし有賀の

場合、「制度」 を制度化された制度体 というフォーマルで客観的な外在的実体と見ていたわけ

ではない。「制度」 もまた生活意識 を基礎 とする主体的で創造的な再帰的行為 によって構造化

される事実と見られているのである。

 繰 り返 して言えば、家 を中核 として組み立て られる村の生活組織を統合する内面的関係 と

して、全体的相互給付関係があるのであ り、それゆえに、この関係の意識は、わが国における

社会関係を規定する民族的性格 として把握されることになる。

 例えばそれは経営家族主義と呼ばれる日本的な経営が成立する根拠を問われたとき、親会

社、子会社、孫会社間に、また企業と従業員に全体的相互給付の観念の存在を置けばある程度

説明がつ くように、家と家連合におけるこの全体的相互給付関係の原理は、民族的性格 として

われわれの生活の中に、現在でも生活を統合する原理 として作用しているのではないだろうか。
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